
2023年3月期 第2四半期
ＪＡ三井リース連結決算の概況

※本資料は情報提供のみを目的としたものであります。また本資料には現時点で入手可能な情報に基づく将来予測値が

含まれておりますが、実際の業績は将来の様々な要因により変動することがありますのでご留意ください。
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売上高 2,114 2,171 2,273 ＋101 ＋4.7% 5,037

営業利益 41 116 128 ＋12 ＋10.6% 291

経常利益 31 118 136 ＋17 ＋15.2% 295

親会社株主に帰属する

四半期純利益
20 83 97 ＋14 ＋17.4% 203

契約実行高 3,071 3,467 4,812 ＋1,344 ＋38.8%

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末
前期末比

（増減額）

前期末比

（増減率）

総資産 18,755 21,200 23,442 ＋2,242 ＋10.6%

営業資産 16,970 19,288 21,502 ＋2,213 ＋11.5%

有利子負債 14,949 17,152 19,431 ＋2,278 ＋13.3%

純資産 2,361 2,595 2,698 ＋103 ＋4.0%

自己資本比率 12.4% 11.9% 11.2% △0.7pt ー

前年同期比

（増減率）

 '23年3月期

（予想）

前年同期比

(増減額）
'21年9月期 '22年9月期'20年9月期

１．決算概況

（単位：億円）
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比較損益計算書

➢ 売上利益
北米と不動産でのリース営業資産増加と
再生可能エネルギー分野におけるファイナンス
営業資産増加等により、前年同期比77億円
増益

２．損益の状況

主な内容
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売上高 2,114 2,171 2,273 ＋101
リース 1,791 1,947 1,945 △2

割賦 167 136 132 △3

ファイナンス 66 64 102 ＋38

その他 88 23 93 ＋69

売上利益 266 277 354 ＋77
リース 173 188 220 ＋32

割賦 12 14 11 △3

ファイナンス 66 63 101 ＋37

その他 14 10 20 ＋9

資金原価 49 39 65 ＋25

216 237 288 ＋51
販管費 175 121 160 ＋39

一般経費 125 132 147 ＋15

のれん償却 3 3 4 ＋0

貸倒引当金繰入 47 △15 8 ＋23

41 116 128 ＋12

営業外損益 △9 2 7 ＋5

31 118 136 ＋17

特別損益 △1 5 0 △5

30 123 136 ＋12

法人税等 10 39 39 △0

20 83 97 ＋14

前年同期比'20年9月期 '21年9月期 '22年9月期

売上総利益

営業利益

経常利益

税引前利益

当期純利益(*1）

(*1）親会社株主に帰属する四半期純利益の金額を表示

（単位：億円）
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３．バランスシートの状況

比較貸借対照表（主要項目）

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末 前期末比

総資産 18,755 21,200 23,442 ＋2,242

現預金 720 768 714 △54

営業資産 16,970 19,288 21,502 ＋2,213

リース 11,640 12,863 13,674 ＋811

割賦 1,312 1,294 1,234 △60

ファイナンス 3,751 4,806 6,253 ＋1,446

その他 266 323 340 ＋16

有利子負債 14,949 17,152 19,431 ＋2,278

短期 8,363 9,675 11,538 ＋1,862

長期 6,586 7,476 7,893 ＋416

純資産 2,361 2,595 2,698 ＋103

株主資本 2,311 2,460 2,464 ＋3

その他の包括利益累計額 11 56 149 ＋93

非支配株主持分 38 78 84 ＋6

自己資本比率（*1） 12.4% 11.9% 11.2% △0.7pt

（*1）自己資本比率：(純資産-非支配株主持分）÷総資産

（単位：億円）

➢ 営業資産残高
リース営業資産は、北米や不動産分野
での積上げにより、前期末比811億円増加。

ファイナンス営業資産は、再生可能エネルギー
や海外での取組みが寄与し、前期末比
1,446億円増加。
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主な内容



４．営業資産残高の状況（１）

契約種別営業資産残高国内・海外別営業資産残高 （契約種別シェア：％）

11,640

(68%)

12,863

(66%)

13,674

(63%)

1,312(8%)

1,294(7%)
1,234(6%)

4,017

(24%)

5,130

(27%)

6,593

(31%)16,970

19,288

21,502

0
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18,000

20,000

22,000

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末

リース 割賦 ファイナンス・その他
（単位:億円）

14,128
15,704 16,475

2,842

3,583

5,026

16,970

19,288

21,502

(83.2%) (81.4%)
(76.6%)

(16.8%) (18.6%)
(23.4%)

-(10.0%)

(10.0%)

(30.0%)

(50.0%)
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(90.0%)

(110.0%)

(130.0%)
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2,000
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8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000
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22,000

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末

国内 海外 国内比率 海外比率
（単位:億円）
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４．営業資産残高の状況（２）

©2022. JA MITSUI LEASING, LTD., All rights reserved.

営業資産残高（中期経営計画区分）

中期経営計画
2022年3月末 2022年9月末 前期末比

基本方針 主な事業領域

営業資産残高 19,288 21,502 ＋2,214

区

分

Ⅰ
ボーダーレス化が進む社会

への対応
北米事業、DX、モビリティ

5,771 7,152 +1,381

30.0% 33.3% ―

Ⅱ
地方創生、地域活性化に

資する取り組み

農林水産業、

再生可能エネルギー

1,248 1,337 +89

6.4% 6.2% ―

Ⅲ
ビジネスモデル転換による

専門領域の事業拡大

物流、不動産

（アセットビジネス）

3,123 3,698 +575

16.2% 17.2% ―

船舶、航空機、自動車、機械、

医療、国内エリア、グローバル

（既存営業基盤）

9,694 10,016 +321

50.3% 46.6% ―

調整・消去 △549 △703 △153

（内、海外営業資産残高） 3,583 5,026 +1,442

（上段：営業資産残高 下段：構成比） （単位：億円）



海外地域別営業資産残高（2022年9月末現在）

４．営業資産残高の状況（３）

アジア・大洋州

主要拠点
➢ 米国

米州欧州、その他

■ 2021年3月末
■ 2022年3月末
■ 2022年9月末

主要拠点

➢ インドネシア
➢ シンガポール
➢ 台湾
➢ マレーシア

（単位：億円）
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2,055 2,286 2,463 ＋176

商業及び

サービス業用設備
213 224 129 △95

情報通信機器

事務機器
752 560 627 ＋67

産業機械・工作機械

土木建設機械
419 742 728 △13

輸送機器 204 224 238 ＋13

医療機器 53 73 59 △13

その他 412 460 678 ＋218

29 22 112 ＋90

3,071 3,467 4,812 ＋1,344

＋3185181210割賦

主な内容

その他

合計

ファイナンス

'20年9月期 '21年9月期 '22年9月期 前年同期比

 リース

2,051 ＋1,074977775

2,055

(67%)

2,286

(66%)

2,463

(51%)

210(7%)
181(5%)

185(4%)

805

(26%)

999

(29%)

2,163

(45%)

3,071

3,467

4,812

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

'20年9月期 '21年9月期 '22年9月期

リース 割賦 ファイナンス・その他

５．営業の状況（契約実行高）

（単位：億円）（単位：億円）

➢ リース
不動産分野での大口案件等が寄与し、前年同
期比176億円の増加
➢ ファイナンス
再生可能エネルギー、海外、船舶分野での取組
み等により、前年同期比1,074億円の増加
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資金調達構造（期末残高の推移）

６．資金調達の状況（１）

※短期借入には1年内返済予定の長期借入金を含む

（単位：億円）

4,645 5,041 5,562

4,121 4,996 5,916

3,689

4,029

4,849

1,300

1,400

1,400

1,193

1,685

1,701

41.4% 41.5% 40.9%

55.9% 56.4%
59.4%

0.0%
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100.0%
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'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末

長期借入 短期借入 コマーシャル・ペーパー 社債

流動化 直接金融比率 短期比率

14,949

19,431

17,152
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構成比 構成比 構成比

間接調達 8,766 58.6% 10,037 58.5% 11,479 59.1% ＋1,442

短期借入金 4,121 27.5% 4,996 29.1% 5,916 30.5% ＋920

　内、1年以内返済予定の長期借入金 1,362 9.1% 1,317 7.7% 1,329 6.8% ＋12

長期借入金 4,645 31.1% 5,041 29.4% 5,562 28.6% ＋521

直接調達 6,183 41.4% 7,114 41.5% 7,951 40.9% ＋836

ＣＰ 3,689 24.7% 4,029 23.5% 4,849 25.0% ＋820

社債 1,300 8.7% 1,400 8.2% 1,400 7.2% ± 0

　内、1年以内償還予定 200 1.3% 200 1.2% 300 1.5% ＋100

流動化 1,193 8.0% 1,685 9.8% 1,701 8.8% ＋16

　内、1年以内支払債務 352 2.4% 449 2.6% 471 2.4% ＋22

合　計 14,949 100.0% 17,152 100.0% 19,431 100.0% ＋2,278

構成比 構成比 構成比

短　期 （*1） 8,363 55.9% 9,675 56.4% 11,538 59.4% ＋1,862

長　期 6,586 44.1% 7,476 43.6% 7,893 40.6% ＋416

合　計 14,949 100.0% 17,152 100.0% 19,431 100.0% ＋2,278

（*1） 1年以内返済予定の長期債務を含む

資金コスト（*2）

（*2） 資金コスト=資金原価＋支払利息

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末
前期末比

前期末比

'20年9月期 '21年9月期 '22年9月期

50 41 67

'21年3月末 '22年3月末 '22年9月末

＋25

前年同期比

６．資金調達の状況（２）

資金調達残高推移 格付情報（2022年9月末現在）

長短資金調達残高推移

資金コスト推移

（単位:億円）

（単位:億円）

（単位:億円）

主な取引金融機関

農林中央金庫
株式会社三井住友銀行
三井住友信託銀行株式会社
株式会社三菱ＵＦＪ銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社日本政策投資銀行
日本生命保険相互会社
信金中央金庫
全国33のＪＡ信連等

(格付投資情報センター)

(日本格付研究所) 短期

短期 a-1
(CP発行限度額：6,000億円)

R&I
長期 A

（方向性： 安定的）

J-1
(CP発行限度額：6,000億円)

JCR
長期 A

（見通し： 安定的）
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７．中期経営計画 「Real Change 2025」

2025年3月期

税引後当期純利益 300億円

基本方針

定量目標

中期経営計画概要（2020年4月～2025年3月）
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８．中期経営計画の取組事例①

©2022. JA MITSUI LEASING, LTD., All rights reserved. -12-

基本方針Ⅰ・Ⅲ
日米を繋ぐ太平洋横断海底通信

ケーブルを運営する新事業会社を設立

➢ 当社、NTT リミテッド・ジャパン、PC Landing Corp.、

三井物産の 4 社で、セレンジュノネットワーク㈱を設立。

➢ 同社は、日本と米国西海岸を繋ぐ大規模海底通信

ケーブル「JUNO（ジュノ）」を建設・運営する。

➢ 海底ケーブルは、近年急速に広がるグローバルのデジタル

経済圏を支える基幹インフラとして、世界的に重要性が

高まっており、JUNO は日米間を結ぶ海底ケーブルとし

ては最大の通信容量を実現する。

JUNO概要

総設計容量 約350Tbps（初期設計）

総延長距離 約10,000km

陸揚げ予定地 日本（千葉県、三重県）、米国（CA）

運用開始予定 2024年末

基本方針Ⅰ・Ⅱ
電気自動車ファブレスメーカーの

ASF ㈱へ出資

➢ EVの企画、開発、製造および販売、バッテリーリース

事業などを行うスタートアップ企業である ASF ㈱へ

出資。

➢ 同社は先進的な EV 開発力に加え、再生可能エネ

ルギーを活用した EV インフラ関連ビジネスの構想を

有し、JA三井リースはグループの持つファイナンス機能

や営業ネットワークの提供などの連携を進める。

ASF が開発中の小型 EV 車両

【貢献するSDGs】
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基本方針Ⅱ 農業生産者向け特設サイトを開設

➢ 農業生産者向けに展開している当社の様々なサー

ビスを発信する特設サイトを開設。

➢ 2022年３月に開設したLINE公式アカウントと連動

し、より多くの農業生産者の皆さまにリースを始めと

する様々なサービスやその他農業経営に役立つ情報

を発信し、持続可能な農林水産業に貢献。

特設サイトイメージ

特設サイトURL：
https://www.jamitsuilease.co.jp/service/agriculture/special.html

基本方針Ⅱ
JA三井エナジーソリューションズ㈱が

営業開始

➢ JAMLエナジー合同会社を株式会社化し、JA三井エナ

ジーソリューションズ㈱へと商号変更、2022年6月に営業

開始。

➢ 同社をJAMLグループ内のエネルギー関連事業投資と投

資対象資産等の運用管理業務を担う戦略的事業会

社として位置付け、金融から事業投資・その関連ビジネ

スにグループとして一気通貫で取組むことにより、地域の

課題解決に向けた取組を加速。

同社が保有する

つくば太陽光発電所

【貢献するSDGs】 【貢献するSDGs】

８．中期経営計画の取組事例②

https://www.jamitsuilease.co.jp/service/agriculture/special.html


９．サステナビリティ経営の取組

グループ経営理念

中計経営計画（Real Change 2025）

サステナビリティ経営

行動指針

「つなぐ・つなげる力で社会に貢献」

５つのChange・５つの基本方針

PAT300億円

「企業活動を通じ社会課題を解決」

５つのマテリアリティと7つの重点取組

Real Challenge, Real Change

「より良い社会と未来のために」

そのChallengeは・・「社会のためになっているか」

そのChallengeがReal Changeになっているか

カーボンニュートラルの

実現に貢献

サーキュラーエコノミーの

推進

多様性を尊重し、

誰もが活躍できる職

場づくり

持続可能な

農林水産業と

地域活性化に貢献

技術革新による

豊かな社会の実現に

貢献

脱炭素に向けた再生可能エネルギー

普及とトランジション促進

自社が排出する

温室効果ガスの実質ゼロ

3Rによる資源循環の促進

多様なソリューション提供による

農林水産業の生産基盤維持・強化

地域が抱える課題の解決に資する

社会・生活インフラの整備

パートナーとの連携による

新たな価値を有する

モノ・サービスの普及

“挑戦する”企業風土の確立と

多様な人材の活躍領域拡大

マテリアリティ 重点取組

①

②

③

④

⑤

【サステナビリティ経営の位置づけ】

➢ サステナビリティ経営は、グループ経営理念「Real Challenge, Real Change～より良い社会と未来のために」から

中期経営計画に至るまでの一貫した考えの中に位置づけられる。

➢ 社会課題の中から重点的に取り組むべき課題として５つのマテリアリティ（重要取組課題）を特定、また当該マ

テリアリティに基づき７つの重点取組を定めている。
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